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令和２年２月１３日 

 

第４回観光ビジョン推進関東ブロック戦略会議の開催について 

～オリンピック・パラリンピックを契機とした更なる訪日外国人旅行者誘客促進を目指して～ 

 

観光ビジョンの具体的な取組の推進を図るため、「観光ビジョン推進関東ブロック戦略

会議」を開催します。 

 

 

「観光ビジョン推進関東ブロック戦略会議」は、「明日の日本を支える観光ビジョン」掲載施策

の具体的な取組を図るべく、各構成メンバーの取組みに関する情報共有及び幅広い関係省庁や多

数の関係者との連絡・調整を目的として設置したものです。 

本会議では、関東におけるインバウンドの現状について確認するとともに、各構成員におけるこ

れまでの取組みや成果等についての関係者間の情報共有を図るため、下記の通り開催します。 

また、本年がオリピック・パラリンピックの開催年であることから、誘客促進につながる各構成

 員の取組みについてもいくつかの構成員からご紹介いただきます。 

 

記 

 

１．日 時   令和２年２月１７日（月）１０：００～１２：００ 

 

２．場 所   横浜第２合同庁舎１階 共用第２会議室 

         神奈川県横浜市中区北仲通５－５７ 

 

 ３．議 事   （１）これまでの取組と今後の方向性について 

   （予定）   （２）構成員の課題への取組みについて 

         （３）オリンピック・パラリンピックに向けた取組み 

         （４）参考となる事業紹介 

         （５）質疑応答 

【参加団体等】 

   国 ：関東運輸局、関東地方整備局、東京航空局、東京管区気象台、関東総合通信局、

関東農政局、関東経済産業局、関東地方環境事務所 

団 体：関東商工会議所連合会、（独）国際観光振興機構 等 

＜観光＞（公社）日本観光振興協会関東支部、（一社）日本旅行業協会関東事 

     務局 等 

＜交通＞関東鉄道協会、（一社）東京バス協会 等 

  自治体：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、 

長野県、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市 

  事業者：東日本旅客鉄道（株）、成田国際空港（株） 等 

 

※会議の撮影は冒頭あいさつまで、傍聴は開始から終了まで可能です。 

取材いただける場合には、会社名等を別紙 FAX 送信票によりご連絡いただきますよう 

お願いいたします。 

 
関東運輸局 関東地方整備局  
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［問合せ先］ 

国土交通省 関東運輸局 観光部 観光企画課（担当：後藤、清水） 

電話：０４５－２１１－１２５５  FAX：０４５－２１１－７２７０ 

国土交通省 関東地方整備局 企画部 広域計画課（担当：榑林、金澤） 

 電話：０４８－６００－１３３０  FAX：０４８－６００－１３７３ 

［配布先］ 

横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、都庁記者クラブ、埼玉県政記者クラブ、群馬県政記者クラブ・テレビ記

者会、千葉県政記者クラブ、栃木県政記者クラブ、茨城県政記者クラブ、長野県庁会見場、長野市政記者クラブ・市政

記者会、山梨県政記者クラブ、物流専門紙、ハイタク専門紙、竹芝記者クラブ、神奈川建設記者会 
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（FAX 送信票） 

ＦＡＸ 

送信先：０４５－２１１－７２７０ 

 

関東運輸局観光部観光企画課 行 

 

 

 

 

第４回観光ビジョン推進関東ブロック戦略会議 

 

開催日時： 令和２年２月１７日（月） １０：００～１２：００ ※取材受付 ９：３０～ 

会   場： 横浜第２合同庁舎１階 共用第2会議室 

 

 

 

 貴社名 ： 

 貴媒体名 ： 

 ご担当者名 ：                              （ほか       名） 

 ＴＥＬ ： ＦＡＸ ： 

 ご撮影 ：           □ムービー       □スチール 

 

※ 取材希望の方は上記項目を記入のうえ、２月１４日（金）１５時までにＦＡＸにてご送信いただきま

すようお願いいたします。 
※ 入場の際は受付にて身分の確認できるものをご提示願います。（名刺でも結構です。） 
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関東運輸局プレスリリース 

令和２年２月１３日 

 

茨城運輸支局管内で早朝の特別街頭検査を実施 

－ 不正改造ダンプ車６台に対し整備命令を発令 － 

関東運輸局茨城運輸支局は、自動車技術総合機構関東検査部、茨城県警察と連携し、２月

１２日の早朝に特別街頭検査を実施しました。 

 その結果、８台の車両を検査し、過積載することを目的とした荷台の改造、保安基準不適

合となる突入防止装置の改造等の不正改造がされていた６台に対して整備命令書を交付し、

改善措置を命じました。 

なお、整備命令の交付を受けた自動車の使用者は、必要な整備を行い、最寄りの運輸支局

又は自動車検査登録事務所で車両の確認を受ける必要があります。 

 

◎実施場所及び日時    茨城県桜川市内、笠間市内 

令和２年２月１２日（水） 8:30 ～11:30 

 

◎検査車両台数      ８台 

 
◎整備命令書交付台数   ６台  
 

 
 

（問い合わせ先） 

関東運輸局自動車技術安全部技術課  河村、酒井 

 電 話：０４５－２１１－７２５５（直通）ＦＡＸ：０４５－２０１－８８１３ 
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                           令和２年２月１４日 

関東運輸局プレスリリース 

 

不正車検を行った民間車検場の取消し処分 

～３５６台についてペーパー車検を実施～ 
 

関東運輸局は、埼玉県さいたま市の自動車整備事業者に対して、ペーパー車検※１による
車検手続き等の道路運送車両法違反が確認されたため、自動車分解整備業の認証及び指定
自動車整備事業の指定の取消し等の行政処分を行いました。 

なお、本件は関東運輸局埼玉運輸支局が捜査に協力し、警視庁が送検した案件です。 

 

１．事業者の名称  

有限会社大宮菊地自動車商会（埼玉県さいたま市見沼区）  
  

２．行政処分の内容（処分年月日 令和２年２月１４日）  

（１）自動車分解整備事業※２の認証の取消し 

（２）指定自動車整備事業※３の指定の取消し  

（３）自動車検査員※４の解任命令 １名  
 

３．法令違反の主な内容  

（１）ペーパー車検の実施（３５６台） 

（道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

（２）自動車検査員の不正証明行為 

（道路運送車両法第９４条の５第４項違反）  
 

４．関東運輸局の対応 

   事業者が不正車検を行った疑いのある自動車のうち、既に抹消手続きが行われている 

もの及び不正車検後に他の事業者などで車検手続きされたものなどを除いた２７０台に 

ついては、点検・整備及び保安基準適合性の確認が行われていないおそれがあります。 

   関東運輸局では、上記の自動車のユーザーに対し、必要な点検・整備及び保安基準適 

合性の確認が行われていないおそれがある旨の注意喚起を行うとともに、希望するユー 

ザーについては、最寄りの独立行政法人自動車技術総合機構（普通車）または軽自動車 

動車検査協会（軽自動車）の各検査場において無料にて保安基準適合性の確認を実施す 

る旨の通知を行います。 

 

【問い合わせ先】 
関東運輸局 自動車技術安全部 整備課 母ヶ野・本多 
電話：045-211-725４ FAX：045-201-8813  

【配布先】 
横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、埼玉県記者クラブ 
関東運輸局記者会「ハイタク等専門紙」、物流専門紙  
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【用語説明】  

※１「ペーパー車検」とは、自動車検査証の有効期間更新のための点検・整備及び検査を全く

実施していない自動車に保安基準適合証を交付する行為。  

※２「自動車分解整備事業」とは、原動機を取外して行う整備など自動車の分解整備を行う事

業であり、当該事業を経営しようとする者は地方運輸局長の認証を受けなければならな

い。  

※３「指定自動車整備事業」（いわゆる「民間車検場」）とは、自動車分解整備事業者からの申

請により、検査設備を有するなど一定の要件を満たした場合に地方運輸局長から指定を受

けて行う事業である。当該事業者が交付する「保安基準適合証」を提出することにより、

国への現車提示を行わずに車検手続きが行える。  

※４「自動車検査員」とは、指定自動車整備事業者で車検手続きを行う自動車が保安基準に適

合しているかどうかの検査を行う者であり、一定の要件を満たした者から指定自動車整備

事業者が選任する。 

  

【参考】道路運送車両法（抜粋）（昭和２６年６月１日法律第１８５号）  

（保安基準適合証等）  

第９４条の５ 指定自動車整備事業者は、自動車（検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除

く。）を国土交通省令で定める技術上の基準により点検し、当該自動車の保安基準に適合しなく

なるおそれがある部分及び適合しない部分について必要な整備をした場合において、当該自動

車が保安基準に適合する旨を自動車検査員が証明したときは、請求により、保安基準適合証及

び保安基準適合標章（第１６条第１項の申請に基づく一時抹消登録を受けた自動車並びに第６

９条第４項の規定による自動車検査証返納証明書の交付を受けた検査対象軽自動車及び二輪の

小型自動車にあっては、保安基準適合証）を依頼者に交付しなければならない。ただし、第６

３条第２項の規定により臨時検査を受けるべき自動車については、臨時検査を受けていなけれ

ば、これらを交付してはならない。  

  

４ 第１項の場合においては、自動車検査員は、国土交通省令で定める基準により、当該自動車が

保安基準に適合するかどうかを検査し、その結果これに適合すると認めるときでなければ、そ

の証明をしてはならない。この場合において、自動車検査員が当該自動車について国土交通省

令で定める技術上の基準により同項の点検を行い、その結果保安基準に適合すると認めた部分

は、国土交通省令で定めるところにより、検査において保安基準に適合するものとみなす。  

 

第９４条の７ 自動車検査員その他第９４条の５第１項及び第９４条の５第２項（保安基準適合証

等及び限定保安基準適合証）の証明その他の保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安

基準適合証の交付の業務に従事する指定自動車整備事業者並びにその役員及び職員は、刑法そ

の他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

以上  
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令 和 ２ 年 ２ 月 １ ７ 日 （ 月 ） 

国土交通省  関東地方整備局統括防災グループ 

                                   関 東 運 輸 局 総 務 部   

記 者 発 表 資 料

第１１回 関東防災連絡会開催のお知らせ 

関東地域の防災関係機関５４機関が連携を図ります。 

発表記者クラブ 

竹芝記者クラブ、埼玉県政記者クラブ、神奈川建設記者会 

長野県庁会見場、長野市政記者クラブ、長野市政記者会 

横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、都庁記者クラブ、千葉県政記者会 

茨城県政記者クラブ、栃木県政記者クラブ、刀水クラブ・テレビ記者会 

山梨県政記者クラブ、関東運輸局記者会（ハイタク等専門紙）、物流専門紙

問い合わせ先 

国土交通省 関東地方整備局 防災室長               塚本
つかもと

 一三
いちぞう

国土交通省 関東地方整備局 防災室 課長補佐         中澤
なかざわ

 一
かず

信
のぶ

ＴＥＬ：０４８－６００－1３３３（直）

国土交通省 関東運輸局 総務部 安全防災・危機管理課長  藤田
ふ じ た

 幸也
ゆ き や

国土交通省 関東運輸局 総務部 安全防災・危機管理課 

防災・危機管理係長  森尻
もりじり

 康
やす

正
まさ

ＴＥＬ：０４５－２１１－７２６９（直）

関東防災連絡会は、首都直下地震をはじめとする広域かつ大規模な災害が発生した際

に、防災関係機関による災害対応を効果的に推進することを目的として、平成２３年１０月

２７日に設立されました。 

国の管区機関、交通・ライフライン事業者（団体）等の５４機関で構成する関東防災連絡

会を下記のとおり開催します。 

記 

１．開催日時   令和２年２月１９日（水） １３：３０から１５：００ 

２．開催場所   さいたま新都心合同庁舎２号館 5階 共用大会議室 501 

           埼玉県さいたま市中央区新都心２－１ 

３．議   事   別紙のとおり 

※取材は、冒頭から開会挨拶までとさせて頂きます。 

・会議は非公開とさせていただきます。 

国土交通省  関東運輸局
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, Kanto District Transport Bureau 
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第１１回 関東防災連絡会

日時：令和２年２月１９日（水）13時30分～

場所：さいたま新都心合同庁舎２号館

５階共用大会議室５０１

議事次第

１．開会挨拶

２．議 題

（１）令和元年度関東防災連絡会の取組について

（２）令和２年度の取組方針・スケジュール案について

（３）関東防災連絡会新規参加機関について

（４）関東防災連絡会運営要領の改定について

（５）令和２年度からの会長・副会長について

３．報告事項

（１）台風第15号、19号及び10月の低気圧に伴う大雨に係る各機関の対応

①関東地方整備局

②関東運輸局

③関東経済産業局

④関東農政局

⑤長野県

⑥茨城県

⑦東京電力ホールディングス株式会社

⑧東日本高速道路株式会社 関東支社

（２）ＵＲの防災・災害対応に係る取組について

独立行政法人都市再生機構

（３）成田国際空港の防災・災害対応に係る取り組みについて

成田国際空港株式会社

４．閉会挨拶

別紙
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